
参考資料[１] 中国残留邦人対策に関する略史 （その1）

（年）
1945（昭20） 8.9 中国残留孤児及び残留婦人等の発生 12.- 一時宿泊所「東京都常磐寮」設置（品川区）

8.15 天皇陛下、終戦の詔書録音放送 （恩賜財団同胞援護会に運営委託）
9.2 降伏文書調印（東京湾の米戦艦ミズリー号上
で降伏文書に署名）

1946（昭21） 5.14 中国からの集団引揚げ開始 12.- 宿泊所「東京都南千住寮」開設
1947（昭22） 5.3 「地方世話部」、国から都へ移管、民生局世話

課発足

1949（昭24） 10.1 中華人民共和国成立 4.- 東京都常盤寮を直営とする。
10.3 中国（大連）からの集団引揚中断（旧満州地域

からの最終は昭２３．８．１９）
6.-
8.-
宿泊所「東京都江東寮」開設
宿泊所「東京都小豆沢寮」開設

1950（昭25） 10.- 宿泊所「東京都一之江寮」開設
1951（昭26） 9.8 対日平和条約、日米安全保障条約調印（サン

フランシスコにて）
12.- 宿泊所「東京都赤羽荘」開設

1952（昭27） 2.25 個別引揚者の船運賃の負担（帰国に要する船
運賃を国庫負担）

6.-
8.-
宿泊所「東京都江北寮」開設
更正施設「東京都新幸荘」開設

3.18 海外邦人の引揚に関する件（閣議決定） 12.- 更正施設「東京都塩崎荘」開設
1953（昭28） 2.27 引揚者に対し帰還手当を支給（昭62から自立

支度金に改称）

3.23 中国からの集団引揚再開
8.1 未帰還者留守家族等援護法（法律第161号）
公布

1956（昭31） 9.- 宿所提供施設「東京都平和荘」開設
1958（昭33） 7.13 中国からの集団引揚終了（以後は個別引揚

げ）

1959（昭34） 3.3 未帰還者に関する特別措置法（法律第7号）
公布

1961（昭３６） 10.- 宿泊所「東京都綾瀬荘」開設
1962（昭37） 6.1 中国地域引揚者に対する出境地までの帰国

旅費の支給（日赤に委託し実施）

1964（昭39） 3.31 東京都引揚者一時宿泊所条例公布
1966（昭41） 10.- 東京都常盤寮、江戸川区に移転
1972（昭47） 9.29 日中国交正常化（北京において共同声明に

調印）

1973（昭48） 10.18 中国からの引揚者に対する帰国旅費を国庫
負担

10.31 中国在留邦人の一時帰国（里帰り）旅費を国
が全額負担することを決定

1975（昭50） 3.12 中国残留孤児の身元調査のため報道機関に
よる第1回公開調査実施（以後公開調査は昭
56.1まで9回実施）

1978（昭53） 8.12 日中平和友好条約署名・調印（10.23批准書
交換）

1979（昭54） 1.26 中国からの帰国者に対し、語学教材の支給開
始（昭和52.4以降の帰国者に支給）

10.- 中国帰国者の受入れ増加に伴い、東京都常
盤寮日本語教室開始（「中国帰国者三互会」

6.5 一時帰国経験者であっても永住帰国援護を
行うこととした。

1980（昭55） 11.5 中国残留孤児問題について第1回関係各省
庁連絡会議開催（以降平16.3まで33回開催。
第1回は外務省主催、第2回目以降は厚生省
主催）

1981（昭56） 3.2 第1次訪日調査実施（以後平成11年度まで通
算30回実施）

1982（昭57） 3.26 中国残留日本人孤児問題懇談会発足（以後
平元年度まで通算18回）

（ 都 の 援 護 ）（ 事 項 等 ）
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参考資料[１] 中国残留邦人対策に関する略史 （その2）

（年） （ 都 の 援 護 ）（ 事 項 等 ）
1983（昭58） 3.8 中国からの帰国者及び日本語指導者に対し

て、日本語教材｢中国からの帰国者のための
生活日本語」の配布（文化庁から）

4.1 東京都社会福祉協議会の日本語教室及び帰
国者相談事業に対し経費補助開始
中国帰国者生活相談員制度発足

4.1 （財）中国残留孤児援護基金設立
1984（昭59） 2.1 中国帰国孤児定着促進センター開所（所沢）

（平6.4.1「中国帰国者定着促進センター」に改
称）

3.17 中国残留日本人孤児問題の解決に関する口
上書を日中両国間で交換（①養父母に対する
扶養費の送金②未判明孤児の受入等）

7.30 中国政府及び東北三省政府孤児問題担当者
を日本へ招待（以後平３年度まで毎年日中交
互に担当者を招待、平8年度交互実施）

11.6 （財）中国残留孤児援護基金が帰国孤児の養
父母を日本へ招待（以後毎年招待）

1985（昭60） 3.29 身元未判明孤児の永住帰国受入れ（身元引
受人制度の創設）

1986（昭61） 4.2 肉親調査にコンピューター・システム導入 4.1
5.9 帰国孤児の養父母に対する扶養費に関する
口上書を日中両国間で交換
　・帰国孤児１人につき１人分
　・１０，８００元（６０元×１２月×１５年）
　・（財）中億残留孤児援護基金から中国紅十
   字会総会へ送金

12.15 中国帰国孤児定着促進センター（所沢）を拡
充（年間受入能力90世帯⇒180世帯）

1987（昭62） 4.1 大阪中国帰国孤児定着促進センター開所（平
6.4.1「大阪中国帰国者定着促進センター」に
改称）

4.1 中国帰国者の相談窓口を開設
（福祉局福祉部援護課内）

再一時帰国援護開始（対象：一時帰国後概ね
10年経過した者）

4.1 自立指導員制度、国の委託事業として開始

6.1 北海道、福島に中国帰国孤児定着促進セン
ター開所

7.1 福岡中国帰国孤児定着促進センター開所（平
6.4.1「福岡国帰国者定着促進センター」に改
称）

10.1 愛知中国帰国孤児定着促進センター開所
1988（昭63） 6.1 埼玉、神奈川、愛知、大阪、長崎、鹿児島の

6ヶ所に中国帰国者自立研修センター開所
以降、10月1日までに、兵庫、長野、京都、東
京、福岡、広島、山形、高知、千葉の9ヶ所に
中国帰国者自立研修センター開所

4.1 東京都中国帰国者自立研修センター、国の
委託事業として開始

1989（平元） 7.31 身元判明孤児に対する特別身元引受人（在
日親族が判明孤児の帰国を拒み、その相談
相手となることが期待できない者の相談相手）
制度の創設

12.12 中国帰国者自立対策委員会発足（以降平2年
度までに2回開催）

1990（平2） 8.29 （財）中国残留孤児援護基金が中国残留婦人
一時帰国に対する協力援助事業開始

1991（平3） 4.1 一時帰国の滞在費支給
4.30 北海道中国帰国孤児定着促進センター閉所
6.20 特別身元引受人制度の対象者に残留婦人等

を追加

7.31 福島中国帰国孤児定着促進センター閉所
1992（平4） 3.31 愛知中国帰国孤児定着促進センター閉所

4.1 障害のある者の介護人及びその世帯の永住
帰国援護の開始

民間団体の実施する日本語指導事業への補
助開始
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参考資料[１] 中国残留邦人対策に関する略史 （その3）

（年） （ 都 の 援 護 ）（ 事 項 等 ）
1993（平5） 12.15 中国残留邦人の帰国問題の解決に関する口

上書を日中両国間で交換

早期に永住帰国を希望する中国残留邦人等
の受入3ヵ年計画を発表

1994（平6） 4.6 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永
住帰国後の自立の支援に関する法律（法律第
30号）公布（10.1施行）

6.1 中国帰国者定着促進センター長野分室開所
6.23 65歳以上の高齢残留邦人の永住帰国に当た

り、この者を扶養するため同伴帰国する子1世
帯を援護対象とした。

国の事業として（財）中国残留孤児援護基金
に集団一時帰国の援護事業を委託

8.29 中国帰国者定着促進センター山形分室開所
11.9 国民年金法等の一部を改正する法律公布（帰

国者支援法の一部改正、中国残留邦人等に
対する国民年金の特例措置　平8.4.1施行）

1995（平7） 2.1 身元引受人制度の一本化（特別身元引受人
を統合）

9.1 東京都武蔵野中国帰国者自立研修センター
開所

4.1 60歳以上の高齢残留邦人の永住帰国に当た
り、この者を扶養するため同伴帰国する子1世
帯を援護対象とした。

身元未判明孤児の就籍援助の開始
5.24 静岡県中国帰国者自立研修センター開所

以降、10月2日までに、静岡、岩手、福島、東
京都武蔵野、北海道に自立研修センター開
所（自立研修センターは全国で20ヶ所とな
る。）

7.1 宮城、広島中国帰国者定着促進センター開
10.1 中国残留邦人等の一時帰国の毎年化

一時帰国の滞在費支給要件を緩和し、親族も
支給対象とした。

岐阜中国帰国者定着促進センター開所
（定着促進センターは全国で8ヵ所（分室を含
む。）となる。）

1996（平８） 4.1 中国残留邦人等に係る新たな国民年金の特
例措置施行

中国帰国者自立研修センターにおける帰国2
年目以降の者に対する日本語再研修開始

1997（平9） 4.1 55歳以上の高齢残留邦人の永住帰国に当た
り、この者を扶養するため同伴帰国する子１世
帯を援護対象とした。

1998（平10） 1.31 中国帰国者定着促進センター山形分室閉所
以降、平11･30までに岐阜、広島閉所

10.12 樺太残留邦人が所沢の中国帰国者定着促進
センターに入所

1999（平11） 3.31 宮城中国帰国者定着促進センター閉所
（定着促進センターは全国で4ヶ所（分室を含
む。）となる。）

7.31 高知県中国帰国者自立研修センター閉所
2000（平12） 3.29 訪日調査の見直しに係る口上書を日中間で

交換

5.24 中国帰国者支援に関する検討会開催（平
12.11までに7回開催、12.4報告書提出）

8.31 長崎県中国帰国者自立研修センター閉所
以降、12.31までに静岡、兵庫閉所。（自立研
修センターは全国で16ヶ所となる。）

11.14 訪日対面調査実施（見直し後第1回、4名訪日
3名判明）

3.1 新たに認定された孤児を対象とした集団一時
帰国（帰国のためのオリエンテーション）実施
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参考資料[１] 中国残留邦人対策に関する略史 （その4）

（年） （ 都 の 援 護 ）（ 事 項 等 ）
2001（平13） 3.31 岩手県中国帰国者自立研修センター閉所 3.31 東京都常盤寮廃止

（自立研修センターは全国で15ヶ所）となる。
11.1 中国帰国者支援・交流センター開設（東京、

大阪）

11･30 中国帰国者定着促進センター長野分室閉所
（定着促進センターは全国で3ヶ所となる。）

2002（平14） 3.31 東京都武蔵野中国帰国者自立研修センター
閉所。以降、12月31日までに、福島、鹿児島
閉所（自立研修センターは全国で12ヶ所とな
る。）

3.31 東京都武蔵野中国帰国者自立研修センター
閉所

2003（平15） - 中国残留孤児の日中共同（訪中）調査の集中
調査（2ヵ年計画）の開始

11.20 中国帰国者生活実態調査の実施
2004（平16） 4.30 福岡中国帰国孤児定着促進センター閉所

（定着促進センターは全国で2ヶ所となる。）

6.1 九州中国帰国者支援・交流センター開設（福
岡）
（支援・交流センターは全国で3ヶ所となる。）

2006（平18） 8.31 愛知県、広島県中国帰国者自立研修セン
ター閉所（自立研修センターは全国で１０ヶ所
となる。）

9.1 東海・北陸、中国・四国中国帰国者支援・交流
センター開設（支援・交流センターは全国で
5ヶ所となる。）

2007（平19） 1.30 安倍総理から柳沢大臣に対し、中国残留邦人
の支援のあり方について検討の指示

2.- 中国残留邦人からのお話を伺う会開催（3月ま
で全5回、東京、大阪、札幌で開催）

3.31 埼玉県中国帰国者自立研修センター閉所
以降、12月31日までに山形県、北海道、福岡
県自立研修センター閉所。（自立研修セン
ターは全国で6ヶ所になる。）

4.1 生活保護受給中の中国帰国者等への地域生
活支援プログラム事業開始

5.17 中国残留邦人への支援に関する有識者会議
開催（全5回、6月12日報告書とりまとめ）

7.8 集団訴訟の原告団、与党ＰＴ案の受入れを表
7.9 与党ＰＴ、新たな支援策を決定
7.10 安倍総理、集団訴訟の原告団と面会
8.1 北海道、東北中国帰国者支援・交流センター
開設（支援・交流センターは全国で7ヵ所とな
る。）

11.28 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永
住帰国後の自立の支援に関する法律の一部
を改正する法律成立（全会一致）

2008（平20） 1.1 一時金の支給開始
3.1 老齢基礎年金の追納開始
3.31 長野県、京都府中国帰国者自立研修セン

ター閉所（自立研修センターは全国で4ヶ所と
なる。）

4.1 支援給付の実施
支援・相談員の配置
地域生活支援事業開始

4.8 大阪中国帰国者定着促進センター閉所
（定着促進センターは全国で1ヶ所となる。）
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中国残留邦人等に対する支援策（平成20年度）
地
域
に
定
着

中国帰国者定着促進センター
（全国２か所）

　東京、大阪（20年4月閉所）

研
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で

の

支

援

○入所施設
○集団指導
　・日本語教育
　・生活指導
　・就職相談　等

6か月
帰
国

中国帰国者自立研修センター
（全国４か所）

　東京、千葉、神奈川、大阪
○通所施設
○事業内容
　・日本語指導
　・生活指導
　・就職相談
　・職場体験学習
　・大学入学準備課程　等

中国帰国者支援・交流センター
（全国７か所）

　東京、北海道、東北、東海・北陸、近畿、中国・四国、九州
○通所施設
○事業内容
　・就労に結びつくような日本語習得支援
　・生活指導や帰国者同士などの交流支援
　・各地のボランティアの活動情報の収集と提供

○老齢基礎年金の満額支給【20年度新規】
　・月額６６，００８円（最大）
　・帰国前の公的年金に加入できなかった期間だけでなく、帰国後の期間についても
　追納を認める。
　・追納に必要な額は全額国が負担することにより、満額の老齢基礎年金を支給

○補完する生活支援【20年度新規】
　・生活支援給付　月額８０，８２０円（23区、単身世帯の場合）
　・満額の老齢基礎年金は収入認定除外
　・厚生年金等のその他収入は３割を収入認定除外
　・住宅費、医療費、介護費等も支給
　・中国語等ができる支援・相談員の配置

○生活保護
【帰国後１年まで】

月額８０，８２０円
（23区、単身世帯の場
合）

都
営
住
宅
の
斡
旋

１年 生涯

○自立支度金の支給
　大人（18歳以上）
　　159,400円
　小人（18歳未満）
　　79,700円
　少人数世帯加算
　（大人1.0人、小人0.5人で換算）
　1.0人～2.0人　158,600円
　2.5から3.5人　79,300円

○身元引受人による相談・助言【3年間】

○通訳派遣事業
○健康相談事業
○地域生活支援プログラム（日本語学習時の交通費・教材費支給、訪中支援等）

○生活相談員による相談・指導【都単】

○日本語指導事業【帰国後3年未満】
　日本紅卍字会、中国帰国者の会、お茶の水中国帰国者日本語学校

○自立指導員による指導【原則3年間】
　家庭巡回指導（生活相談、関係機関との連絡・仲介、就職相談等）

○区市町村における地域生活支援事業【20年度新規】
　・地域における中国残留邦人等支援ネットワーク事業
　・身近な地域での日本語教育支援
　・自立支援通訳、自立指導員等の派遣事業
　・地域生活支援プログラムの実施　等

○支援連絡会を設
置して、都が区市
町村の事業を補完
【20年度新規】

○帰還祝金の支給【都単】
　1人2万円
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 参考資料[3] 
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テーマ 内容 生活保護 支援給付

生活費
生活扶助基準額（介護保険料加算については、普通徴
収の者のみ認定。特別徴収の者は年金収入認定時に控
除。）

生活扶助基準額に準じる。
　（介護保険料加算については、普通徴収・特別徴収の区別なく
全員に認定。）

住宅費 住宅扶助基準額 住宅扶助基準額に準じる。

その他の費用 一時扶助の基準額等 一時扶助の基準額等に準じる。

実施機関・実施責任 実施機関
都道府県知事、市長及び福祉事務所を管理する町村長
（福祉事務所等に事務を委任。）

都道府県知事、市長及び福祉事務所を管理する町村長
（ただし、どのｾｸｼｮﾝが担うかは各自治体の判断。）

収入の申告時期
就労可能と判断される者は、原則として毎月。
就労困難と判断される者は、少なくとも12ヶ月毎。
常用雇用等、収入の増減が少ない場合は3ヶ月毎。

原則として年1回　６月。
（ただし、随時変更の例外規定あり。)

就労収入
毎月の収入額から、必要経費等（社会保険料や通勤費）
を控除した額を収入認定。

前年1年間の収入を基に月額を算定し、その額から8千円を控除し
た上で、残額の3割を控除した額を収入認定。
（必要経費は別途控除するが、基礎控除や特別控除などの適用
は要さない。）

年金等の収入
実際の受給額を、受給月から次回の受給月の前月まで
の各月に分割して収入認定。

特定中国残留邦人等本人の老齢基礎年金の満額相当額（平成20
年度は66,008円）については、収入認定除外。
これを超える年金額等については、その3割を収入から控除した
上で収入認定。

仕送り収入、財産収
入

実額を当該月の収入として認定。
前年1年間の収入を基に月額を算定し、その3割を控除した上で収
入認定。

その他収入 8千円を超える額を当該月の収入として認定。
前年1年間の収入を基に月額を算定し、その額から8千円を控除し
た上で、残額の3割を控除した額を収入認定。

収入として認定しな
いものの取扱い

「災害等によって損害を受けたことにより臨時的に受ける
補償金又は見舞金のうち当該費保護世帯の自立更正の
ために当てられる額」等の規定あり。

老齢基礎年金にかかる拠出済み保険料相当額（一時金）。
（その他の規定は生活保護制度に準ずる。）

基準

生活保護制度と支援給付の対比表（相違点）

収入認定の取扱い
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テーマ 内容 生活保護 支援給付

現金、預貯金
新規申請時には、最低生活費の2分の1の額まで保有を
容認。

支援法第１３条第４項の一時金のうち本人の手元に残る額と預貯
金等を合算して、当該中国残留邦人等の追納保険料月額４８０ヶ
月分に相当する額まで保有を認める。

生命保険

危険対策を目的とした保険であって、解約返戻金が最低
生活費の3ヶ月分以内、保険料の額が最低生活費の1割
程度以内のものは保有を容認。
貯蓄性の高い保険は認められない。

開始申請時に解約返戻金の額が預貯金等（老齢基礎年金が満額
支給される際に手元に残る拠出保険料相当額の一時金を含む。）
と合算して、老齢基礎年金の満額支給に必要な40年間分の保険
料相当の一時金の額までは、解約を求めない。

自動車
事業用、山間僻地又は障害者の通勤用、障害者の通院
用以外の自動車保有は認められない。（生活用品として
の保有は認めない。）

一定の資産価値（概ね支援給付の基準額の合計額の3ヶ月程度）
以下であり、維持費が支援給付のやりくり等で賄われる自動車に
ついては、保有を容認。

土地・家屋

要保護世帯向け長期生活支援資金の活用が可能な者
は活用を優先。
活用ができない者は、見込み処分価格が標準3人世帯の
生活扶助基準額＋住宅扶助基準額の10年分程度の額
（通常、2千万円～3千万円）を超えた場合は処遇検討会
に諮り処分を検討。それ以下なら保有を容認。
ただし、ローン返済中は認めない。

原則、生活保護制度に準じる。
長期生活支援資金制度についても活用を前提とするが、具体的
な取扱いについては、厚労省と個別に相談・協議を行う。

扶養義務の取扱い 扶養能力調査

扶養能力調査対象者
・「重点的扶養能力調査対象者」　（夫婦、未成熟の子に
対する親、親子関係のうち扶養の可能性が期待される者
など）
　→管内に居住する場合は、原則として実地につき調
査。
　　管外に居住する場合は書面で調査。
・「重点的扶養能力調査対象者以外の扶養義務者のうち
扶養の可能性が期待される者」
　→原則として、書面で調査（電話等も可）

生計を別にする2世3世に対しては、原則として実施しない。
その他の扶養義務者（日本人の兄弟等）については、必要に応じ
て保護の実施要領の定めに準じて実施。

他法他施策の活用
他法他施策優先の原則。（国民健康保険制度、後期高
齢者医療制度等はその例外。）

他法他施策優先の原則。（国民健康保険制度、後期高齢者医療
制度等はその例外。）なお、生活保護と支援給付の関係において
は、支援給付が優先する。

資産の取扱い
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テーマ 内容 生活保護 支援給付

世帯認定
2世等と同居している
場合の取扱い

原則として同一世帯して扱い、保護の要否・程度を決定。

別世帯（「同居している者」）として扱うが、給付金の決定に当たっ
ては、次のとおり取り扱う。
（基準生活費）
給付金の対象となる残留邦人等世帯のみの基準額で算出する。
（２世等の収入の取扱い）
「２世等を含めた全体の基準額（原則として２世等の医療費・介護
費は算定しない）から残留邦人世帯の基準額を引いた額」より「２
世世帯の収入認定額」が上回っている場合は、その上回った部分
について支援給付が減額となる。２世等の収入については、前年
の税法上の所得額から税・社会保険料を控除した後の額の12分
の1の額を収入認定額とする

医療券等の取扱い
福祉事務所が本人からの申請を受けた後、医療券を本
人に対して交付
医療券を医療機関に持参し受診

実施機関が本人からの申請を受けた後、医療券を医療機関に送
付

受診医療機関の選
択

受診医療機関については、生活保護の指定医療機関の
中から、本人の希望を参考にしつつ、福祉事務所が居宅
からの距離等を勘案し選定

受診医療機関については、生活保護の指定医療機関の中から、
本人の希望により選定

訪問調査

要保護者の生活状況等の把握や、自立指導のために、
世帯の状況に応じて、定期的に実施。
（家庭訪問）　少なくとも1年に2回以上
（入院入所者訪問）　少なくとも1年に1回以上
訪問調査はケースワーカーが行っている。

新規に給付金の申請があった場合は、給付金の支給の要否・程
度を決定するために、訪問調査を実施。
給付金を受給中の世帯に対しては、残留邦人等から要請があっ
た場合を除き、世帯のニーズの把握や届出事項の確認等のため
に必要最小限度の範囲で実施。
訪問調査は、支援相談員が単独（あるいは実施機関の担当職員
と同行）で行う。

就労指導
稼働能力を活用していないか、又は稼働が不十分なケー
ス等に対しては、就労指導。

原則として、就労指導等は行わない。

海外渡航の取扱い

親族の冠婚葬祭等の場合、渡航期間が２週間以内であ
れば渡航費用を収入認定しない。
また中国残留邦人等であって、地域生活支援プログラム
を利用する場合は、親族の冠婚葬祭等で中国等へ渡航
する際に２ヶ月以内は渡航費用を収入認定されない。

目的が親族の冠婚葬祭等の場合は、渡航期間が２ヶ月以内であ
れば渡航費用を収入認定しない。なお、その際の渡航先は問わな
い。

その他の事項

医療支援給付
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年度 引揚者数 年度 引揚者数

昭和21 405,950 昭和53 67

昭和22 58,237 昭和54 59

昭和23 23,773 昭和55 121

昭和24 7,670 昭和56 102

昭和25 654 昭和57 119

昭和26 64 昭和58 141

昭和27 57 昭和59 68

昭和28 4,175 昭和60 147

昭和29 529 昭和61 256

昭和30 291 昭和62 322

昭和31 399 昭和63 343

昭和32 261 平成1 320

昭和33 457 平成2 202

昭和34 19 平成3 139

昭和35 35 平成4 102

昭和36 35 平成5 118

昭和37 37 平成6 138

昭和38 20 平成7 109

昭和39 28 平成8 173

昭和40 63 平成9 141

昭和41 21 平成10 105

昭和42 48 平成11 76

昭和43 16 平成12 60

昭和44 91 平成13 62

昭和45 63 平成14 40

昭和46 48 平成15 30

昭和47 52 平成16 12

昭和48 126 平成17 38

昭和49 78 平成18 42

昭和50 72 平成19 63

昭和51 6 平成20 50

昭和52 34

合計 507,174

東京都における中国からの引き揚げ者数
参考資料[７]
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足立区資料より 

中国残留邦人等支援の実施について 

足立区福祉部自立支援課 

1 中国残留邦人等支援施策の内容 

（1）老齢基礎年金の満額支給の実施 

（2）老齢基礎年金を補完する生活支援の実施（生活保護制度とは別途の法律に基づく給付金制度） 

○補完する生活支援は、そのことにより生活保護の水準よりも実質的に収入が増加 

① 老齢基礎年金の満額を収入認定除外 

② 厚生年金報酬比例部分や勤労収入などのその他の収入は、3割を除外 

③ 生活費のみでなく、住宅費用、医療費、介護費用なども個々の世帯の状況に合わせて

対応 

○補完する生活支援の運用上の仕組み（配慮） 

① 中国語ができる支援・相談員を配置（支給手続き等） 

② 収入申告書の提出は原則年 1回 

③ 中国残留邦人には就労勧奨しない 

④ 生計を別にする 2世・3世に扶養照会をしない 

⑤ 中国渡航中は生活支援給付を停止しない、中国渡航費用は収入認定しない 

⑥ 中国残留邦人が死亡した場合、その配偶者は引き続き生活支援を継続する 

⑦ 現在生活保護を受給している場合は、自動的に受給できる（移行） 

（3）老齢基礎年金を補完する生活支援は、平成 20年 4月 1 日施行 

 

足立区の中国残留邦人等への対応について 

（1）福祉部は、「中国残留邦人等生活支援の推進プログラム」を策定し、遺漏無い給付金対応を

図るとともに、支援・相談員を配置し自立支援を展開する。 

（2）福祉部の「中国残留邦人等生活支援の推進プログラム」の骨格は以下とする。 

① 中国残留邦人への生活支援 

② 福祉部内での体制構築の考え方 

③ 効率的・効果的な執行体制の具体化 

④ 生活支援への対応 

（3）実施体制の構築 

  施行に係る諸準備は自立支援課が行い、実施体制は以下の内容を基本として構築する。 

 ① 平成 20年度は、自立支援課を基本とし、福祉事務所との協働関係を明確にして確立する 

 ② 平成 21年度は、対象者の理解を得て、地域福祉としての推進を図るため福祉事務所とする。

福祉事務所と自立支援課の協働関係をとともに、地域や民生委員等の関係機関との調整も

推進する。 
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足立区資料より 

中国残留邦人等生活支援の推進プログラムについて 

1 中国残留邦人等への生活支援の推進 
国は、中国残留邦人等への新たな支援策を展開し、老齢基礎年金の満額支給を行う。老齢基

礎年金の満額支給に加えて、その者の属する世帯の収入が一定の基準に満たない場合に「生活

支援給付」「住宅支援給付」「医療支援給付」「介護支援給付」「その他政令で定める給付（出産・

生業・葬祭等）」を給付する。同時に、中国残留邦人等の置かれている特別な事情に配慮する必

要があるとして、「支援・相談員」を配置するとした。 

国は、この事業の実施主体を「都道府県・市及び福祉事務所を管理する町村」としており、

区は中国残留邦人等の自立支援を目的として、以下の内容を定めて推進する。 

 

2 福祉部の推進体制の考え方 
  中国残留邦人等への「老齢基礎年金による対応を補完する生活支援」は、その対象者を「①

老齢基礎年金満額支給の対象となる者と配偶者」、「②支援給付を受けていた者が死亡した場合

の配偶者」、「③法施行前に死亡した特定中国残留邦人の配偶者で、現に生活保護を受けている

者」としている。 

  この支援は、対象者の申請に関して、生活保護制度とは異なるものであるが、運用は「生活

保護制度を準用」するとしており、生活支援給付等の可否に関する要否判定を的確に実施する

必要がある。そのため、法施行による実施体制を以下のように講じる。 

  また、平成 21 年度の体制は、以下に述べるものであるが、当然、平成 20 年度の実績・実態

を踏まえた体制の構築となる。 

（1）平成 20 年度及び 21年度以降の実施体制の構築 

  中国残留邦人生活支援は、議員立法による法の成立により、平成 20 年 4 月 1日施行としたた

め、その執行体制は全く未検討の状況にある。職員体制に余裕の無い中で、法の趣旨及び円滑

な対応を図るために、自立支援課と福祉事務所の協働の中で執行体制を確立する。 

  平成 20 年度は、法施行の当初であり、一括集中処理方式を基本として、「被保護者からの切

り替え対象」「新たな生活支援給付申請対象」の双方を、自立支援課と福祉事務所の連携により

効率的に実施する。 

  平成 21 年度以降は、中国残留邦人の地域からの生活の安定化及び地域生活支援事業の展開を

踏まえ、より身近な地域からの執行体制が必要と判断した時点で、地域福祉の拠点である福祉

事務所での展開とする。 

（2）支援・相談員の配置 

  中国残留邦人の中には、日本語の取得に困難性を持ち、中国語でのコニュニケーションが必

要な方々もいる。また、中国残留邦人の歴史的経緯や風土・環境からの理念や人生観等も含め

た相談支援体制を必要とする。 

  支援相談員の配置は、きめ細かい相談による自立支援とするため、自らが中国残留邦人等で

もある方々の協力を踏まえ、ピアサポートを推進する支援相談体制を確立する。 
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（3）相談や申請の多面性確保 

  地域での相談体制を確立することを基本としながら、法施行の緊急対応として、本庁機能と

福祉事務所機能の双方で相談・申請受理機能を果たす。平成 20 年度は自立支援課に事務職員及

び支援相談員を配置し集中的な対応を行い、以降は事業の安定的支援が見込める時に地域福祉

として地域での推進体制に変更する。 

 

3 効率的・効果的な執行体制の具体化 
（1）平成 20 年度 

 ① 自立支援課と福祉事務所間において推進する中国残留邦人事業を、別途定めた「福祉部の

中国残留邦人への対応の骨格（資料 1）」及び「仕組みの構築（資料 2）」を基本に対応する。 

② 自立支援課を基本に集中処理方式による対応と、この結果を踏まえ、より詳細な内容を自

立支援課が定める。 

（2）平成 21 年度 

 ① 中国残留邦人に関する生活支援事業を安定化させ、地域福祉展開方針に基づき、別途定め

た「福祉部の中国残留邦人への対応の骨格（資料 1）」及び「仕組みの構築（資料 2）」を基

本に対応する。 

② 福祉事務所を基本とした地域推進方式による対応とし、地域支援事業の推進を含め、地域

からの推進課題を明らかにする。 

（3）支援・相談員の活動 

 ① 支援・相談員の活動は、配置された事業ヵ所における面接相談だけでなく、訪問による面

接相談及び地域福祉の拠点による面接相談を基本とする。 

 ② 民生委員との協働については、要保護世帯としての中国残留邦人に対する相談支援として、

保護受給者の廃止など「情報の提供と日常的な見守り、相談機能」を骨格として、地域自

治会や町会など地域とのコーディネイト機能の活用を図る。 

 

4 生活支援への実務対応について 

（1）支援事業の内容 

生活支援対象者の申請にあたっては、生活保護法第 29条が準用され、要否判定により給付

の可否を判断する。具体的な判断内容は、項目ごとに（収入認定の取り扱い、申請時の現金・

預貯金の取り扱い等）取扱が定められており、経験に基づく判断を必要とする業務となる。 

具体的には、①被保護世帯の対象者は、他法・他施策の優先活用として活用する場合、要

否判定を要せず自動的に行うとされ、②被保護者以外の新たな申請者へは生活保護制度を準

用した要否判定に基づき実施することとなる。 

このため、現在の被保護世帯は平成 20 年 4 月 1 日付で保護廃止し生活支援給付金に移行す

る。また、新たな申請者は平成 20年 4月 1日から申請を受理する。 

（2）支援事業の運用の基本 

① 老齢基礎年金の満額を収入認定除外 
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② 厚生年金報酬比例部分や勤労収入などのその他の収入は、3割を除外 

③ 収入申告書の提出は原則年 1回 

④ 中国残留邦人には就労勧奨しない 

⑤ 生計を別にする 2世・3世に扶養照会をしない 

⑥ 中国渡航中は生活支援給付を停止しない、中国渡航費用は収入認定しない 

⑦ 中国残留邦人が死亡した場合、その配偶者は引き続き生活支援を継続する 

⑧ 給付金の支援は、子と同居していることは、制限とならない 

⑨ 上記に定めた以外の運用は生活保護の運用を準用するが、「年金及び補完する生活支援の

給付金を原始に預貯金を保有できる」「資産価値 500 万円未満の不動産を所有することがで

きる」とする。 

（3）調査及び決定等の事務と支給調書 

  ① 相談支援・申請による状況把握及び調査等は、支援・相談員が実施する。 

② 入退院等による生活支援給付金の変更に係る実態把握を基本として、支援・相談員が実

施する。 

③ 中国在留邦人等の生活上で発生する相談は、支援・相談員が自立支援の立場で対応する。 

  ④ 補完する生活支援給付の決定は、職員が行う。 

  ⑤ 補完する生活支援事業の決定のための帳票類は、別途定める。 
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1中国「帰国者J・ 家族とともに歩む練馬の会

, 会報第19号
::1  2007.10.11]暗イ〒

ご挨拶
同歩会として事務所を持ち、1996年 10月 設立総会を行ない、正式にスタートしてから、この10月 で12年 目

に入りました。

日本語教室の中から二Tズが広がり、生活相談・通訳派遣・j尋国3世の子供たちのための教室摯中国語教

室・中国料理などの文化交流事業など帰国者自身の力でも少しずつ力をつ|ナ、活動の幅も広げてきました。

遅くなりましたが、07年度総会資料特集号を発行いたします。ご―読の上、ご意見、ご希望お聞かせいた

だければ、幸いです。

盆007年度活動方針

同歩会は、これまで、一人一人の小さいけれど、個性ある力を、テームワークで大きな力としながら二地

道に活動を続けてきました。今年度も、1生活相談、2通訳派遣、および3日 本語教室・母語保持教室・中国

語教室・中国語で話そう会などの数室、4文化交流事業の4つの柱を、活動の基本とします。

これまでの交流事業の中でも、中国料理教室や餃子などのバザーIま 、好評でした.中国の食文化は、中

国文化の中でも最も覇1染みがあり、交流の窓口にもしやすいものです。今年度も、餃子・肉餞などのバザー

に積極的に取り組むなど、食文化の交流にも力を入れ、日頃活動に参加する機会の少ない会員も楽しめる

ようにしたいと思います。

国費帰国の「中国残留孤児」本人ですら、国の生活保障は充分で1まなく、「中国残留孤児国家賠償訴訟」

も各地で提訴されています。国費帰国の親に隋いて私費で来日する中国婦国者家族は国の統計に:ま表れ

ませんが、いまだ多く、公的援助なしに努力し生活しています。

私たちは国費帰国者のみを帰国者と握えることなく、自らの努力で帰国し生活している広義の「j轟国者J家

族も含め、ともに力をあわせる事を同歩会の理念とします。約100世 帯の練馬に住む「帰国者」が、同歩会

にかかわりを求め会員となり、あるときは力を借り、またあるときは力を出し合っています。

私たち「帰国者Jとポランシ ア:ま、学校や職場での生活の安定を目指し、また相互の文化を大切にし、新

しい世代を育成するために、生活相談・通訳派遣・日本語教室他各種事業に取り組み、地域の他団体、公

的機関とも力をあわせ共に歩んでいきたいと思います。

練馬区資料より
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期別 入所年月 退所年月 世帯数 人数
孤児
世帯数

孤児数
中国婦人
等世帯数

中国
婦人等数

樺太帰国
者世帯数

樺太
帰国者数

第 1期 昭和59年 2月 昭和59年 5月 5 18 5 18
第 2期 昭和59年 3月 昭和59年 6月 3 19 3 19
第 3期 昭和59年 4月 昭和59年 7月 9 49 9 49
第 4期 昭和59年 6月 昭和59年 9月 4 22 4 22
第 5期 昭和59年 8月 昭和59年11月 5 28 5 28
第 6期 昭和59年10月 昭和60年 1月 7 29 7 29
第 7期 昭和59年12月 昭和60年 3月 10 44 10 44
第 8期 昭和60年 2月 昭和60年 5月 8 37 8 37
第 9期 昭和60年 4月 昭和60年 7月 7 34 7 34
第10期 昭和60年 6月 昭和60年 9月 5 20 5 20
第11期 昭和60年 8月 昭和60年12月 8 42 8 42
第12期 昭和60年10月 昭和61年 2月 8 36 8 36
第13期 昭和60年12月 昭和61年 4月 11 55 11 55
第14期 昭和61年 2月 昭和61年 6月 9 37 9 37
第15期 昭和61年 4月 昭和61年 8月 11 49 11 49
第16期 昭和61年 6月 昭和61年10月 12 49 12 49
第17期 昭和61年 8月 昭和61年12月 9 46 9 46
第18期 昭和61年12月 昭和62年 4月 30 131 30 131
第19期 昭和62年 2月 昭和62年 6月 29 112 29 112
第20期 昭和62年 4月 昭和62年 8月 28 115 28 115
第21期 昭和62年 6月 昭和62年10月 25 107 25 107
第22期 昭和62年 8月 昭和62年12月 28 124 28 124
第23期 昭和62年10月 昭和63年 2月 28 117 28 117
第24期 昭和63年 2月 昭和63年 6月 47 179 47 179
第25期 昭和63年 6月 昭和63年10月 53 226 53 226
第26期 昭和63年10月 平成元年 2月 52 217 52 217
第27期 平成元年 2月 平成元年 6月 41 156 41 156
第28期 平成元年 6月 平成元年10月 39 160 39 160
第29期 平成元年10月 平成 2年 2月 41 159 41 159
第30期 平成 2年 2月 平成 2年 6月 33 117 33 117
第31期 平成 2年 6月 平成 2年10月 27 86 27 86
第32期 平成 2年10月 平成 3年 2月 33 137 33 137
第33期 平成 3年 2月 平成 3年 6月 38 127 38 127
第34期 平成 3年 6月 平成 3年10月 38 130 38 130
第35期 平成 3年10月 平成 4年 2月 23 66 23 66
第36期 平成 4年 2月 平成 4年 6月 27 88 27 88
第37期 平成 4年 6月 平成 4年10月 21 59 21 59
第38期 平成 4年10月 平成 5年 2月 31 92 31 92
第39期 平成 5年 2月 平成 5年 6月 31 87 31 87
第40期 平成 5年 6月 平成 5年10月 40 85 28 73
（第1期） 平成 5年 9月 平成 5年11月 12 12
第41期 平成 5年10月 平成 6年 2月 42 83 27 68
（第2期） 平成 5年11月 平成 6年 2月 15 15
第42期 平成 6年 2月 平成 6年 6月 33 72 28 67
（第3期） 平成 6年 2月 平成 6年 6月 2 2
（第4期） 平成 6年 3月 平成 6年 6月 3 3
第43期 平成 6年 6月 平成 6年10月 32 85 30 77
（第5期） 平成 6年 5月 平成 6年10月 2 8
第44期 平成 6年10月 平成 7年 2月 34 109 22 56
（第6期） 平成 6年10月 平成 7年 2月 11 52
（第7期） 平成 6年12月 平成 7年 2月 1 1
第45期 平成 7年 2月 平成 7年 6月 29 101 19 57
（第8期） 平成 7年 2月 平成 7年 6月 10 44
第46期 平成 7年 3月 平成 7年 8月 12 45 5 14

所沢定着促進センター入所者の期別内訳

定着促進センター資料より



参考資料[１１] （その2）

期別 入所年月 退所年月 世帯数 人数
孤児
世帯数

孤児数
中国婦人
等世帯数

中国
婦人等数

樺太帰国
者世帯数

樺太
帰国者数

（第9期） 平成 7年 3月 平成 7年 8月 7 31
第47期 平成 7年 6月 平成 7年10月 30 112 16 50 14 62
第48期 平成 7年10月 平成 8年 2月 41 160 24 86 17 74
第49期 平成 8年 2月 平成 8年 5月 41 131 32 94 9 37
第50期 平成 8年 6月 平成 8年10月 42 148 29 89 13 59
第51期 平成 8年10月 平成 9年 1月 34 136 20 71 14 65
第52期 平成 9年 2月 平成 9年 6月 34 100 29 83 5 17
第53期 平成 9年 6月 平成 9年10月 23 87 19 73 4 14
第54期 平成 9年10月 平成10年 2月 35 137 32 125 3 12
第55期 平成10年 2月 平成10年 6月 22 96 20 87 2 9
第56期 平成10年 6月 平成10年10月 22 86 20 77 2 9
第57期 平成10年10月 平成11年 2月 21 86 16 67 1 5 4 14
第58期 平成11年 2月 平成11年 6月 23 100 19 82 1 7 3 11
第59期 平成11年 6月 平成11年10月 19 67 14 51 5 16
第60期 平成11年10月 平成12年 2月 20 77 15 53 1 5 4 19
第61期 平成12年 2月 平成12年 6月 17 82 11 52 4 22 2 8
第62期 平成12年 6月 平成12年10月 15 59 10 44 2 6 3 9
第63期 平成12年10月 平成13年 2月 14 54 9 36 2 8 3 10
第64期 平成13年 2月 平成13年 6月 11 44 5 19 4 21 2 4
第65期 平成13年 6月 平成13年10月 14 66 7 31 6 30 1 5
第66期 平成13年10月 平成14年 2月 9 39 5 19 3 16 1 4
第67期 平成14年 2月 平成14年 6月 14 60 10 42 3 13 1 5
第68期 平成14年 6月 平成14年10月 13 52 7 27 5 20 1 5
第69期 平成14年10月 平成15年 2月 10 38 5 21 3 10 2 7
第70期 平成15年 2月 平成15年 6月 5 19 3 12 2 7 0 0
第71期 平成15年 6月 平成15年10月 3 9 0 0 0 0 3 9
第72期 平成15年 7月 平成15年12月 5 19 4 15 1 4 0 0
第73期 平成15年10月 平成16年 2月 4 10 2 6 1 3 1 1
第74期 平成16年 2月 平成16年 6月 6 24 2 10 1 5 3 9
第75期 平成16年 6月 平成16年12月 8 14 0 0 2 4 6 10
第76期 平成16年12月 平成17年 6月 12 47 7 30 3 15 2 2
第77期 平成17年 6月 平成17年12月 8 27 1 6 4 17 3 4
第78期 平成17年12月 平成18年 6月 10 42 7 31 1 3 2 8
第79期 平成18年 7月 平成18年12月 6 21 3 11 2 9 1 1
第80期 平成19年 1月 平成19年 7月 9 44 6 31 1 5 2 8
第81期 平成19年 7月 平成19年12月 8 37 5 25 3 12 0 0
第82期 平成20年 1月 平成20年 7月 11 40 3 14 6 24 2 2
第83期 平成20年 7月 平成21年 1月 14 53 5 22 8 28 1 3
計 1,729 6,409 1,455 5,410 216 825 58 174

1,455 世帯 5,410 名
216 世帯 825 名

58 世帯 174 名

1,729 世帯 6,409 名

【樺太帰国者】
婦人等 世帯

計

【中国帰国者】
孤 児 世 帯
婦人等 世帯

定着促進センター資料より


